






はかるデジタル・ツールである､ ということができる｡ は､ 現在､
インターナショナルという国際団体で開発が進められており､ 国際財
務報告基準 () を作成する国際会計基準審議会 ()､ 各国の中央銀
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すでに導入されている電子申告､ 国税庁の国税電子申告・納税システム











を図っている｡ また､ マレーシアは､ 現在､ 	
の導入・実用化に向けて






















本研究は､ 公益財団法人 日本証券奨学財団 年度研究調査助成金を受け
た研究成果である｡
――




	 は､ インドネシア､ マレーシア､ フィリピン､ シンガポール､ タイ､ ブルネイ､










進め､ 	年からは自由貿易地域 () を目指し､ 	年月
には先行加盟 ヵ国により関税がほぼ撤廃された｡ 現在は､ 	年の
経済共同体 () の実現を目指している｡ は､ 	年の ｢第
	協和宣言｣ で打ち出された単一市場・生産基地を構築す




ブループリントでは､ ①単一の市場と生産基地､ ②競争力のある経済地域､ ③
公平な経済発展､ ④グローバル経済への統合､ のつの具体的な取組みを挙げ
ている｡ 上記①の中の ｢資本の自由な移動｣､ ｢の資本市場発
タイ､ マレーシアおよびシンガポールの資本市場における企業情報開示に関する調査研究
――





 () は､ ｢ブループリント｣ における資本市場統合の取組み
をより具体的にした ｢
		(資本市場統合に関する具体
的な実施計画)｣ を作成し､ 財務相会議でこれが承認された｡ ｢

		｣ では､ が地域の金融協力および統合を進める
必要な理由を､ ①各国および地域の経済成長のために､ 金融仲介､ 規模および
リスク管理を強化すること､ ②外部の影響による市場の変化への協調した対応
と改善である｡ また､ 具体的な実施計画では､ ｢地域統合を可能とする環境整
備｣ ①相互承認の枠組みにおいて､ ｢			｣ が示され
ている｡
これは､ 域内でのクロスボーダーでの証券 (株式・債券) 発行を容
易にする会計基準を含む情報開示基準共通化の取組みであり､ 年よりタ
イ・マレーシア・シンガポールで導入された｡ これは､ 証券発行時には､
共通基準 (		) にもとづいて､ 限定的に各国で要請
される追加基準 (		) を満たせばよい｡ ｢ 	













は､ 前述した通り､ 財務情報および非財務情報を対象とするが､ 本研
















































この社会システムは､ さらに経済システム (適応)､ 政治システム (目標充
足)､ 法制度システム (統合) および社会・文化システム (潜在的パターンの




するなど､ 法制度システムに影響を与える｡ さらに､ 法制度は､ 社会に一定の
秩序を形成する場合､ その国および社会の価値パターンを維持している社会・
文化システムから影響を受ける｡ このように､ 社会システムは､ システム相互
間で緊密な関係をもつことになる｡




る｡ ()財務報告の基礎となる理論 (適応)､ ()会計基準を解釈・適用する財
務報告実践 (目標充足)､ ()財務報告は会計基準に準拠して行われることから
会計基準 (統合) の設定､ ()財務報告はその国の社会・文化的要素を反映す
ることから財務報告の社会・文化的基礎 (潜在的パターンの維持および緊張の





パーソンズは､ また､ 社会システムの一般理論を法のシステムという､ 社会
――
システムの下位システムに適用した｡ そこで､ 法というシステムが社会におい




る｡ 例えば､ 会計基準は､ その性格において ｢法｣ と必ずしも同じではないが､
その機能は ｢法｣ と同じく社会的行為を統制する規範である点に求められる｡






























る｡ それは､ 一人ひとりの人間の行動､ すなわちミクロ社会学理論における人
間の行為にもとづく ｢役割｣ という概念と社会全体を対象とするマクロ社会学
理論の ｢社会システム｣ という概念が､ そのシステムに参加する人々の ｢理念｣













ことができる｡ さらに､ 財務報告制度は､ 財務報告理論 (適応)､ 財務報告実
践 (目標充足)､ 会計基準 (統合)､ 財務報告の文化的基礎 (潜在的パターンの
維持および緊張の処理) のつの機能に分化するが､ 統合機能を受けもつのが
――





































る｡ 最後に､ 各国におけるの導入状況について､ 特にどの機関あるい
は組織が導入を推進しているのか､ という点を中心に検討していくこととする｡
注
	 石川幸一､ 清水一史､ 助川成也 [編著] 『

経済共同体と日本 巨大統合市場の
誕生』 文眞堂､ 	年	月､ ｡
 富永健一 『行為と社会システムの理論 構造－機能－変動理論をめざして』 東京大学出
版会､ 	年､ ｡





 藤田幸男 ｢社会システムとしての会計原則｣ 『企業会計』 $､ ､	年月
号｡ パーソンズ理論を会計の社会的機能を分析する枠組みとして援用し､ 会計の社会学的
展開を試みた論文として､ 藤田幸男 ｢会計の社会学的展開｣ 黒沢清編 『会計と社会』 中央
経済社､ 	年月､ を参照のこと｡
参考文献




高城和義 (	) 『パーソンズの理論体系』､ 日本評論社｡
富永健一 (	) 『行為と社会システムの理論 構造－機能－変動理論をめざして』 東京大
学出版会｡
――
藤田幸男 () ｢社会システムとしての会計原則｣ 『企業会計』 	年	月号｡












































年に韓国金融監督院 (  !"#!) の	$システ
ム (	  $ #  % !#&)'､ (年にアメリカ証
券取引委員会 (! %)* +,&&) の	-$システム































































言語をメタ言語 () と呼ぶ｡ 	
文書は人間にとって読みや



































































































導入された｡ 年 月現在のインライン のバージョンは 
である｡ インラインはのタグを	文章に直接埋













報告書連番 (桁)  連番は
	コード ** ソフトバンクのコードは**
追番 (桁)  追番は
報告対象期間期末日  報告対象期間期末日は





















が提出するファイルの具体例 (以下､ 提出データ) と閲覧者がダウンロードで
きるファイルの具体例 (以下､ ダウンロードデータ) をつのファイルにまと
めて ｢サンプルインスタンス｣ として操作ガイドで公開している｡ ここでは､
ダウンロードデータを使って有価証券報告書のインスタンスファイルの記載内
容を分析する｡ このインスタンスファイルは､ ①!宣言､ ②名前空間の宣

















ト要素) であることを表している｡ 続いてルート要素の属性として､ 	

という属性名を使って名前空間が記述される｡ 行目の ｢	｣ は名前空間プ
レフィックスを表し､ ｢	
 ｣ がである｡
名前空間プリフィックスとは､ 接頭辞 ( !) と呼ばれる文字列のことで､
とは統一資源識別子 (	! 
"# $ 	! %以下とする)
を意味する｡ はインターネット上のリソースを示す (	! &




















































































































































!以下とする)"を利用すれば､ 複数年分 (#年､ または､ $






















































































以下､ タイとする｡) は､ 年の実質
成長率％､ 一人当たり米ドル､ 人口万人 (年
末) の立憲君主国家である｡ タイでは､ 経済発展のための重要な政策をつ挙
げることができる｡ 第は､ 海外から直接投資を受け入れる外資導入政策であ




づいて設置されたタイ投資委員会 ( !!；以下､ "とする｡)
がほぼ一手に所管している｡ "の主要業務は､ ①産業投資奨励策の策定､
②奨励適格事業の審査・特典の付与､ ③その他産業投資奨励に必要な事業の認
定等である｡ "のメンバーは､ 首相を委員長とし､ 工業大臣が副委員長､
経済関係閣僚､ タイ工業連盟､ 主要民間団体等の代表および顧問委員から成っ













る外資の規制緩和という対策を講じた｡ 具体的には､ 製造業については､ 輸出
比率に関係なく外資％による企業の設立が認められるようになり､ また､
年月に法人所得税の免税額に上限が設けられた｡ タイ政府は､ 経済発
展の推進､ 国際競争力の強化､ 地方開発の促進､ 産業間の連携に寄与する税制
面での特典付与の適正化等を目的に､ 従来のシステムを一新した新たな投資奨

















のと思われる｡ タイの一大産業である自動車産業には､ 約社､ 従業員
万 千人の規模を誇る第 次・第 次サプライチェーンができている


















次に､ 年月､ 第次資本市場マスタープラン (－) が公表






し､ その評価を明確にするとともに､ 社会から多くの意見を集約し､ 今後
(－) の展望を示すことであった｡ 同プランでは､ タイの資本市場は､
















































進出した｡ これによって､ タイにおける生産と輸出が拡大し､ タイ経済の成長
―	―











る ｢デュアル・トラック政策｣ の実施によって､ 経済は成長軌道に戻るとと
もにそのスピードを加速した｡ しかし､ 年以降は政局の混迷を受けて内
需が低迷したことから､ タイ経済は輸出拡大に頼らざるを得なかった｡ 
















世紀に入り､ タイの資本市場は､ 株式時価総額､ 債券の発行残高ともに









れた｡ また､ 同年には証券取引の監督機関として証券取引委員会 (
	
；以下､ とする｡) が設置され､ タイにおけ
る資本市場改革の中心的な役割を果たしていく｡ 年には､ 大きな成長が
期待される中小企業､ ベンチャー向けの市場 ( !"#"














 !#は除く) の構成の上位(位は､ ①不動産および建設業(社 ()％)､
――







































タイ投資委員会 () によると､ 年のタイへの直接投資 (認可ベー







となり､ いずれも大幅に増加した｡ この背景には､ 年後半に発生したタ
イの大洪水により被災した企業が年に工場の再建や機械の入れ替え等を
行ったことによる直接投資が大きな要因になったものと指摘されている｡







件､ 	億バーツ､ 次いで電気・電子機器が件､ 億万バーツ
であった｡ また､ その他の産業への投資は前年より増加しており､ 国際調達事
務所 () が件､ 地域統括会社 () が	件､ 取引および投資支援
















ては､ ①現地マーケットの今後の成長性､ ②現地マーケットの現状規模､ ③安
価な労働力が上位位を占めている｡ タイを選んだ企業社のうち社
(	％) が､ ①と回答している点は興味深い｡ これは､ 今後の市場の拡大の可





これに対して､ タイの課題として回答した企業 (社) は､ ①労働コスト


































性を残しながらの導入を行った国 (マレーシア､ シンガポール､ 日本お









ことも重要である｡ しかし､ その国における財務報告の質は､ その国で設定さ
―%―
れている会計基準の“解釈および適用”が適切になされているか否かに依存す
る｡ よって､ 自国の基準としてを導入していたとしても､ 企業がそれに
準拠しなければ財務報告の質は向上しないということを指摘している｡ タイは､
地域における製造業を中心とした生産・輸出拠点のハブを目指してお




められている｡ タイ､ マレーシアおよびシンガポールは､ 		
年月に上場
企業が株式および債券の発行時に義務づけられている情報開示ルールを共通化






摘しているという点で興味深い｡ 総研 (当時) は､ 財務省の委託により､
		年アジア各国における企業会計制度を比較検討するための実態調査報告




























































｡ これは､ 調査対象国であるタイ､ インドネシア､ マレー
シアおよび韓国のコーポレート・ガバナンスの有効性に関して調査したもので





題は､ どこに生じるのだろうか｡ これは､ つぎのつに整理することができる｡
第は､ 企業資金の調達方法である｡ タイ企業の多くは､ 企業資金の調達にお




























検証した点が興味深い｡ 結果は､ 香港およびタイの企業では､ 取締役会におけ
る独立取締役の割合が高い企業の情報開示および経営の透明性のスコアが高い















ミ開発を進めてきた｡ この関係は､ がへと改組され､ 会計基準が
からに変更されてからも続き､ 今日に至っている｡
タイでは､ 年にすでにが導入され実用化している｡ 対象は､ タ
イ証券取引所に上場している企業であり､ 非上場の企業は導入対象とはならな








用化は､ タイ証券取引所の管轄として行われている｡ しかし､ タイ証券取引所
の監督機関である証券取引員会 () の指導の下であることは明らかである｡
注
 国際協力銀行 『タイの投資環境』 年月､ ｡
 国際協力銀行､ 同上書､ ｡
 国際協力銀行､ 同上書､ ｡
 三菱東京 銀行 ｢経済レビュー タイ経済の中期展望～岐路に立つタイ経済～｣､
年月日､ !"､ ｡
#  $"バンコク事務所長井内摂男 ｢タイ経済の現状と課題｣  $"オンラインセミ
ナー資料より｡ 年月日｡
 今泉慎也 ｢タイ｣ (日本貿易振興機構アジア経済研究所 『アジア金融セクターの規制緩
和に関する法制度研究』〈金融庁委託事業〉､ 章)､ 年月｡




 粕谷英輝 ｢アジア株式市場のいま 第回タイの株式市場｣､ 公益財団法人国際通貨研





 粕谷英輝､ 前掲論文､ 
	｡
 年末時点における上場企業の時価総額が"#$に占める割合については､ %%




 三菱東京234銀行 ｢経済レビュー タイ経済の中期展望～岐路に立つタイ経済～｣ 5	
!6､ !年月日､ 
	｡
! タイのデュアル・トラック政策については､ 三重野文晴 ｢タイ－経済危機からの年－
資本流入の再開の論点整理－｣ 国宗編 『国際資本移動と東アジアの新興市場諸国』 調査研
究報告書､ アジア経済研究所､ を参照のこと｡
& 堀江正人 ｢調査レポートタイ経済の現状と今後の展望～大洪水の打撃から立ち直るタイ
の輸出と経済～｣､ 三菱234リサーチ＆コンサルティング､ !年月!日､ 
	｡
 川村雄介監修・著､ 公益財団法人日本証券経済研究所編 『アジア証券市場と日本－
%78の反映をめざして』 金融財政事情研究会､ 年&月､ 
	｡






 粕谷英輝､ 前掲論文､ 
	｡
 ;3.($(;<79=(<より抜粋｡






 4?5､ 同上書､ 
	｡
 国際協力銀行業務企画室調査課 ｢わが国製造企業の海外事業展開に関する調査報告－
!年度 海外直接投資アンケート結果 (第回)－｣ !年月｡
! タイでは､ 会計プロフェッション連合会 (3(%=$(777) に
登録されている会計士は､ 年月!日時点で&&人である｡ タイの会計士数は､






& デロイト・トッシュ・ロス・トーマツ ｢おさえておきたい世界の;3?事情 (第回)－
タイ｣ 『企業会計』 年月号､ 中央経済社｡
 関根栄一､ 吉川浩史､ 前掲論文､ 

	&&6&｡






















. 坂上学 『新版 会計人のための/,!0入門』 同文館出版､ 平成.年月､ ｡
参考文献
今泉慎也 () ｢タイ｣ (日本貿易振興機構アジア経済研究所 『アジア金融セクターの規制
緩和に関する法制度研究』〈金融庁委託事業〉､ 第1.章)｡
粕谷英輝､ 亀井純野 () ｢アジア株式市場のいま 第1回アジア株式市場概観｣ 公益財
団法人国際通貨研究所 『月刊資本市場』 (2)｡
粕谷英輝 () ｢アジア株式市場のいま 第回タイの株式市場｣､ 国際通貨研究所 『月刊
資本市場』 ()｡
川村雄介監修・著 (1) 『アジア証券市場とグローバル金融危機』 公益財団法人日本証券
経済研究所｡






坂上学(11) 『新版 会計人のための/,!0入門』 同文館出版｡
関根栄一､ 吉川浩史 () ｢わが国企業によるタイ資本市場活用の現状と今後の展望｣ 『野
村資本市場クオータリー』､ 野村資本市場研究所｡
デロイト・トッシュ・ロス・トーマツ (11) ｢おさえておきたい世界の4!事情 (第2
回) －タイ｣ 『企業会計』 11年2月号｡
独立行政法人中小企業基盤整備機構 (2) ｢諸国における会計制度の実態把握調
査｣｡
長井内摂男 (1.) ｢タイ経済の現状と課題｣ 独立行政法人日本貿易振興機構 (5(!6)
バンコク事務所､ 5(!6オンラインセミナー資料｡
中村明 (1.) ｢タイ経済の現状と注意点～鍵を握るポピュリズム政策｣ 公益財団法人国際
通貨研究所ニュースレター､ ｡

























































































































































マレーシアは､ (#+)年､ 英国から独立し､ 第(次産業を中心に経済を発展
させてきた｡ 国民は､ 政府が経済を発展させることを最優先課題とすることに
異論はなかったが､ 当時､ マレーシアのような発展途上国では､ 自律的に経済
が発展していくということは期待できなかった｡ それは､ 経済を支える自国の
民間企業が育成されていなかったことが主な要因である｡ したがって､ 経済を
発展させるための環境整備は､ 政府が ｢上から｣ オーガナイズする必要があっ









	；以下､ とする｡) の時代である｡ に
もとづいて第次長期総合計画 (	；) が立案
され､ 同計画をか年計画に落とし込んだものが第次～第次マレーシア計
画である｡ 各 か年計画の途中で､ 中間報告書 ( 
 !
) が公表され､ か年計画の遂行状況がレビューされる｡ 第





"とする｡) が策定された｡ これにもとづきが立案された｡ その実





	；以下､ $とする｡) が策定され､ これにもとづ
き%が立案され､ 第&次～現在までのマレーシア計画が提示されたが､
この年間は経済成長が鈍化した期間である｡

























ブミプトラ政策は､ マレー人にさまざまな特権を与え､ 他の人種 (華人および
インド人) よりも政治的､ 経済的､ 社会的にあらゆる面で優遇するという優遇























































る｡ この背景には､ 継続的に経済が成長し発展するという前提がある｡ 目標は､
経済を ｢第次産品の輸出中心｣ の経済から ｢輸入代替工業化｣ の経済に転


































就任し､ ナジブ政権がスタートした｡ ナジブ政権の一つの特徴は､ ブミプトラ
政策を緩和させる方針を明確にし､ すでに度にわたって緩和策を実施したこ
とである｡ 具体的には､ 第に､ 年月下旬にサービス業と金融部門で

































名称をマレーシア証券取引所 () に名称変更し､ 年月
には自国市場へ上場した｡ 上場企業数を振り返ってみよう｡
	
における年の上場企業数 (部・部) は社､ 年
社､ 年社､ 年社と年から年の年間に倍増して
いる｡ その後の上場企業数は､ 年社､ 年社､ 年
社､ 年社､ 年社と推移している｡ 年の新規上場およ
び株式の追加発行による株式市場からの資金調達額は､ 前年比倍の億リ




百万米ドル (株式百万米ドル､ 債券百万米ドル) であったが､
年には百万米ドル (株式百万米ドル､ 債券百万米
ドル) と約倍に増加している｡ 一方､ の中でマレーシアへ多額の
投資をしているのは､ シンガポールである｡ 年の海外からの投資額に占
めるシンガポールからの投資額は百万米ドル､ 海外からの投資額全体の
％ (株式百万米ドル､ 債券百万米ドル) であったが､ 年には
百万米ドル､ 全体の投資額の％ (株式百万米ドル､ 債券
――





















移行｡)､ 短期資本の国外持ち出しの禁止措置を導入した｡ さらに､ 日本からの
大規模な資金援助 (総額億米ドル) 等による支援と上記政策との相乗効果
により､ マレーシア経済は回復基調となった｡ 年半ばまで､ マレーシア




















れている｡ 株式取引高は､ 年には前年比％増となった｡ 株式取引高
に占める外国人投資家の割合は％ (前年％)､ 個人投資家の割合は









的に発達している｡ この背景には､ アジア通貨・金融危機後､ マレーシアの金
融市場を強化し市場開放を図る目的で､ 年にマレーシア中央銀行 ("
#
!$%&；以下､ "!$とする｡) による ｢金融セクター・マスター
プラン｣､ および証券委員会 ( 	&'((&&
；以下､  'とする｡)































































れてきた｡ 年には､ ラブアン金融サービス庁が設置され､ 年にはラ




















































｢上から｣ のオーガナイズされたものである｡ このように､ 会計基準を ｢自生
型｣ と ｢上からのオーガナイズ型｣ とに分けて考えた場合､ 両者は対立的なも
タイ､ マレーシアおよびシンガポールの資本市場における企業情報開示に関する調査研究
――






したがって､ ｢自生型｣ の国では“合意”が中心であるのに対して､ ｢上からの
オーガナイズ型｣ の国では､ 特にその運用にあたって国家による“法的強制力”
の付与および“規制と監視のメカニズム”が求められるのである｡











































































ている｡ 同調査報告書は､ タイ､ インドネシア､ マレーシア､ フィリピンおよ
び韓国における企業会計制度の実態を明らかにしたものである｡ 同調査報告書





ていた｡｣ とした上で､ ｢しかし､ その制度が実質的に機能し始めたのはアジア





マレーシア会計士協会 () に登録している勅許会計士数は､ 年末
時点で	
名である｡ しかし､ 外部監査を含む公的業務 ()
に従事している会計士は､ 全体の％ (約
	名) である｡ その他､ 勅許
会計士資格を取得後企業に就職し現在ビジネスに従事している者が全体の

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”を公表した｡ 同報告書では､ とくに､ マレーシアにおけるコーポレー
ト・ガバナンス改革は､ 他の	カ国と比較し良好に実施され､ きわめて健全で














マレーシアにおけるの導入・実用化は､ 証券委員会 ()､ 会社登










	の主な目的は､ 年の第 回 財務相会議で承認された
経済共同体のブループリントに基づき､ 各国資本市場の法規制
を調和させることであった｡ 	は､ 	において､ マレーシアの証券規制








#Ⅱ ("$Ⅱ) として作業が進められている｡ 		は､ %年会社法およ
び新たな会社条例の規定に準拠したフォーマットによる財務報告を実
施することを求めている｡ また､ 		は､ を導入することにより､ マ
レーシア中央銀行 ()､ マレーシア国税庁 ()､ 証券委員会 (	)
およびマレーシア取引所 () 等の機関によりデータが共有・利用されるこ












ことを背景として､ は､ 将来的には､ マレーシアにおけるすべての企業







際的なコンソーシアムであり､ ここには日本､ 米国､ 英国をはじめとする国単
位の組織に加え､ 国際財務報告基準 () の設定主体である国際会計基準













 アジア経済研究所編 『年アジア動向年報』 年	月､ ､ ｡
















 新経済政策 () とは､ 貧困の撲滅と社会構造の再編の つを目標として国家の基
本政策であり､ 第 次から第次マレーシア計画までに対応するものである｡ 橋本雄一､
前掲書､  !年月､ ｡
! 国家開発政策 (") は､ ブミプトラ企業育成を続けつつも､ 人的資源開発やインフ
ラ整備など経済成長のための基盤整備に重点を置くという国家の基本政策であり､ これを
具体化したものが第次から第次マレーシア計画である｡ 橋本雄一､ 前掲書､  ｡
 国家展望政策は､ アジア通貨危機のような周辺諸国の経済変動に対応して経済成長を持
続するための競争力を獲得することや､ これを支える安定した社会を実現することを目標




協力の可能性等に関する調査』､  年月､   ｡
 ,&-%	%'	,.  /  より抜粋｡
 神尾篤史 ｢0.0資本市場統合の取組み｣ 大和総研､   年!月日､ ｡
 マレーシア日本人商工会議所 (10-2,)､ マレーシアの経済概要を参照｡
 オフショア取引市場は､ 国境を越えて行われる金融取引に対して､ 規制を緩和し､ 課税
を免除するなど､ 国内市場とは切り離し自由な取引を認めた市場を意味する｡ 国際オフショ
ア市場では､ 源泉所得税が非課税など税制だけでなく多様な優遇措置が講じられている｡
 マレーシア政府は､ !年より外資導入のための金融自由化措置を実施した｡ !年
月に国内証券会社への資本出資比率制限を引き下げ､ 年月にラブアン・オフショ
ア市場を開設し､ 年 月に商業銀行の金利自由化などを行ったことで､ 年以降













金融財政事情研究会､  年月､  5 ｡
タイ､ マレーシアおよびシンガポールの資本市場における企業情報開示に関する調査研究
――
 川村雄介監修財団法人日本証券経済研究所､ 前掲書､ ｡
 糠田英輝､ 前掲書､ 	
｡
 中川利香 ｢マレーシアのイスラム金融｣ 福田安志編 『イスラム金融のグローバル化と各
国の対応』 調査研究報告書､ アジア経済研究所､ 年､ 	｡



















































アジア経済研究所編 () 『年アジア動向年報』 ::<｡
アジア経済研究所 (	) 『インド・マレーシアの社会変動と国家官僚制－政治化・専門化
と国民統合』













中川利香 ｢マレーシアのイスラム金融｣ 福田安志編 () 『イスラム金融のグローバル化
と各国の対応』 調査研究報告書､ アジア経済研究所｡
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党 (		, 以下とする) が政権与党であり､ 一党独裁
体制の下､ 国家政策が積極的に推進されてきた｡ 同国は民族的には中華系､ マ
レー系､ インド系より成り立つ多民族国家であり､ 公用語は英語､ 中国語､ マ





た国づくりであった｡ 具体的に言えば､ 例えば､ まず政府自らが港湾､ 道路､
電力､ 工業団地などの基礎的な産業インフラ整備を集中的に進め､ 次に､ 税制
上の優遇措置や外資に対する出資比率の原則無制限などきわめて自由度の高い
外資導入政策の下､ 外国資本と技術と誘致することである｡ そして､ 国民が労





定機関である経済開発庁 ( 		!"#	!$	, 以下 "$とする)
であった｡ とりわけ "$は投資を誘致し､ 同国の経済開発全体の舵取りをし





年代～年代前半)､ ②輸出志向期 (年後半～年)､ ③産業構造高








現在の同国の主要産業は製造業 (エレクトロニクス､ 化学関連､ バイオメディ
カル､ 輸送機械､ 精密機械)､ 商業､ 運輸・通信業､ 金融サービス業である｡
さらに､ シンガポール経済の特徴を理解するためにも､ 同国経済の強みと弱
みを把握しておく必要があるが､ 以下の事項があげられる｡ まず､ シンガポー
ル経済の強みとしては､ ①法人税等の税制上のメリットがあること､ ②教育水
準の高い人材が豊富なこと､ ③アジアの中心に位置する立地的優位性があるこ
と､ ④物流等各種インフラ､ 生活環境が整備されていること､ ⑤英語が公用語
であること､ ⑥資金調達が容易なこと､ ⑦外国人雇用が容易なこと､ ⑧自由化
水準の高さと透明性､ ⑨政治・社会の安定性､ ⑩石油化学､ 電気電子等の産業
集積が進んでいること､ ⑪幅広い (：自由貿易











ルの新成長戦略は､ 高い技術を有する国民､ 革新的経済､ 特色あるグローバル
都市を目標 (ゴール) と設定し､ 以下のつの具体的な戦略があげられてい
る｡ 具体的な戦略としては､ ①技能と革新による成長 (生産性の年率～％
の引き上げ､ 年～％の成長､ 生産性向上の監視､ 財政支援､ 外国人雇
用税の引き上げ等)､ ②グローバルアジアハブとしての確立 (競争力ある製造
業､ 金融・ビジネスハブ､ 都市政策の実験棟)､ ③活気と多様な企業環境の確
立 (競争力あるシンガポール企業の育成､ 世界の中堅企業の誘致) 等､ ④イノ
ベーションの普及､ の商業化の推進 (投資を比％へ引
上げ等)､ ⑤スマートエネルギー経済の推進 (エネルギー源の多様化､ 環境イ
ンフラ産業への投資､ 省エネ等)､ ⑥将来の成長のための土地生産性の向上
(タンジョンパガー､ ケッペル､ プラウブラニの再開発､ チュアスへの港湾機










































 社以上であり､ 統括本部を置く金融機関も増加傾向にあり､ アジア有数の





の結果､ 同国では､ 自国の ｢強み｣ と ｢弱み｣ を認識し､ 資源・産業規模面で
の制約や他国との競争状況を踏まえ､ 海外の機関投資家や富裕層の資金を呼び
込み､ アジア諸国の市場やインフラに投資し運用するという､ いわば ｢外―外｣
タイ､ マレーシアおよびシンガポールの資本市場における企業情報開示に関する調査研究
―#$―



















｢ ｣ 計画が打ち出され､ 先端技術の開発・企業を奨励
し､ 多国籍企業の製造拠点､ 地域のサービスハブとしての役割を強化すること
が推進されてきた｡ 近年の対内直接投資の動向としては､ 業種別ではエレクト
ロニクス､ 化学､ サービス産業が上位であり､ 国・地域別では米国､ 欧州､ 日










の形態を採用する場合が最も多い｡ 現地法人 (会社) は､ ①非公開株式会社
(		)､ ②免除非公開株式会社 (	
	)､ ③公開会社 ( 

	)､ ④無限責任会社 (! )､ に区分される｡ 日系企
業の進出形態として､ 最も一般的なのが非公開株式会社である｡
現在､ シンガポールにおける日系企業数は"#社 (#$年月､ 日本商工
会議所会員数)$であり､ 地域統括機能を設置する動きが加速している｡ この
背景としては､ アジアにおける事業展開の重要性が増大したことや事業規模が
拡大している中､ 経営統制の強化や経営支援機能 (シェアードサービス) 提供
により､ 地域内グループ企業全体での効率化・コスト削減を図ることなどがあ
ると考えられる%｡ また､ #年月～#年月に日本貿易振興機構 (ジェ
トロ)､ シンガポール日本商工会議所 (&') および在シンガポール日本国大
使館が共同実施した ｢第回在シンガポール日系企業の地域統括機能に関する
アンケート調査｣(によれば､ 地域統括機能をシンガポールに設置する理由と
して､ ① ｢周辺地域へのアクセスが容易な立地にあるため｣ (")"％)､ ② ｢物
流､ 輸送､ 通信等のインフラが整備されているため｣ (%%)"％)､ ③ ｢低い法人
税や地域統括会社に対する優遇税制など税制上の恩典が充実しているため｣



























る｡ 'は､ 製品の種類､ 投資規模､ 技術レベルなどを主に考慮してパイオ
ニア・ステータスの付与を判断している｡
② 地域統括本部制度 ()*+,, 以下*-とする)
この優遇措置の所管は'であり､ 'は､ 地域統括本部を.つ以上の
地域統括サービスを.カ国以上の海外のグループ企業に提供することと定義し
ている｡ 地域統括サービスと認定される所得 (経営､ サービス､ 販売､ 貿易､
ロイヤルテイ) の増加分に対して､ 最大(年に限り､ (％の優遇税率が適用さ














これは石油製品､ 石油化学製品､ 農産物､ 金属､ 電子部品､ 建築資材､ 消費
財などの国際貿易に携わる会社でシンガポールをオフショア貿易活動の拠点と
して位置付け､ 経営管理､ 投資・市場開拓､ 財務管理､ 物流管理の機能を有す
る会社は､ 認定されると特定商品のオフショア貿易による収益に対して％ま
たは％の軽減法人税率が適用される措置である｡
⑤ 金融財務センター (, 以下とする)
これは財務､ 資金管理､ 財務アドバイザーの提供から生じる所得や外貨建て
株式・債券・為替取引からの所得､ 配当等に対して､ 最大年間､ ％の優



























義的な監督機関である｡ なお､ 上場企業については､ とが監督し
ている｡









の開示に関する規定はあるが､ 継続開示に関する規定はない｡ 会社法は､ シン
ガポール企業が活動するにあたって遵守しなければならない規範を法令として
規定したものであり､ 会計基準の遵守についても規定している (第条第
項)｡ シンガポールの会計基準は､ 財務報告基準 (		
	





, 以下 !とする) からなり､ いずれも財務省が管轄する会計基準
審議会 (
	







, 以下とする) であり､ は会社法や会計基準
への準拠を監督するばかりではなく､ 財務報告書や会社情報の登記事項を管理
している｡






の作成が必要とされ､ 連結財務諸表では貸借対照表､ 損益計算書､ 持分変動計
算書､ キャッシュ・フロー計算書､ 会計方針及び注記の開示が必要である｡ 監
査報告書の添付も要求されている (第条第項)｡ また､ 準拠すべき会計






, 以下とする) 及び解釈指針 (
, 以下とする) と配列､ 番号は一
致し､ その内容もほぼ同じであり､ の改廃､ 設定の都度､ 及び































､ 	から引用)｡ 年人､ 年 人､
年!人､ 年人､ !年!人､ 年!人､
年 ! 人､ 年 人､ 年人｡ また､ 他国との比較
において､ シンガポールでは女性の社会進出が著しい状況を反映して､ 女性会
員の割合が全体の過半数を上回っていることが特徴としてあげられる (
































しているのは (会計企業規制庁) である｡ 同庁は会社法や会計基準へ
の準拠を監督するばかりではなく､ 財務報告書や会社情報の登記事項を管理し
ている｡ は､ 年月より有限責任会社､ 無限責任会社を問わず､
全ての株式会社に対して､ 
に基づいて作成された財務諸表の提出を義




























































































独立行政法人日本貿易振興機構 () 『ジェトロ世界貿易投資報告シンガポール』 独立行
政法人日本貿易振興機構.
独立行政法人日本貿易振興機構 () 『ジェトロ世界貿易投資報告シンガポール』 独立行
政法人日本貿易振興機構.
独立行政法人日本貿易振興機構シンガポール事務所 () 『シンガポール会社法』 独立行
政法人日本貿易振興機構.
独立行政法人日本貿易振興機構シンガポール事務所 () 『シンガポール経済の動向』 独
立行政法人日本貿易振興機構.
日本経団連企業会計部会・財務会計基準機構企業会計基準委員会・日本公認会計士協会





松田 修 () ｢シンガポールにおける財務報告基準｣ 『名古屋産業大学論集』 第号､ 環
境情報ビジネス学会年月
有限責任あずさ監査法人 () 『』 年月.
有限責任監査法人トーマツ () 『｢会計基準改訂にかかる情報開示制度等に関する調査研
究｣ 報告書』 有限責任監査法人トーマツ.
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(	)については､ 以下の通りである｡ タイ､ マレーシアおよびシンガポール
におけるを導入・実用化に向けた問題は､ 財務報告制度の運用面にあ
ることが確認できた｡ 財務報告制度の統合機能を受けもつ下位システムに会計




その背景には､ 欧米先進諸国では､ 企業情報開示に携わる人たちが､ 長年にわ
たる議論を経て自らの努力により会計基準を設定してきたのに対して､
諸国では､ このようなプロセスを経ずに､ 政府が ｢上から｣ のオーガ
ナイズにより会計基準を受け入れてきた点にあるものと思われる｡
では､ これらの問題に対して､ どのような対策を講じるべきだろうか｡ 先行
研究の検討から､ 社会統制を強めることおよび社会化を推進すべきことが述べ






もここに位置づけることができる｡ 外部監査人の養成は､ 国､ 会計士協会およ
び大学等の高等教育機関が一体となって取り組まなければならない問題だから





































市 野 初 芳 ・・章 担当
望 月 恒 男 章 担当
名児耶 富美子 	章 担当
タイ､ マレーシアおよびシンガポールの資本市場における企業情報開示に関する調査研究
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